
様式第7（平4通産令73・追加、平10通産令64・平17経産令21・令元経産令31・令2経産令92・一部改正） 鉱害防止事業計画変更届出書 産業保安監督部長殿 年月日 住所 鉱害防止事業を実施する者の名称 代表者の氏名 金属鉱業等鉱害対策特別措置法第5条第1項の規定により届け出た鉱害防止事業計画を下記のとおり変更したので、同法第14条第3項（法第30条第2項において準用する場合を含む。）の規定により届け出ます。 記 1鉱害防止事業を行う事業場の名称及び所在地 2変更に係る指定特定施設の名称及び所在地 3変更の内容及び理由 備考1用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2変更した部分について、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。  


